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災害復旧（その３）
―国と都道府県の間の事務手続き―

　前回まで、「負担法」（※）を中心に、災害復旧制度
の基本的な話をしてきましたが、今回は具体的に事
務的な事柄について触れます。
　負担法とそれに基づく政令や規則、そして各種の
通達や事務連絡を読んで驚くことは、国の役人と都
道府県の役人との間の仕事の進め方と手続きの山だ
ということです。
　同じ役人同志の間で、ここまで詳細に決めておか
ないといけないのかという感じがしますが、これに
はいくつもの理由があります。

　災害は当然の事、いつ何処で発生するのかわかり
ませんので、事前の心構えも準備も無い状況下で、
発生してから短期間のうちに、現場の市町村や都道
府県の担当官は対処しなければなりません。
　従って、災害復旧費の国庫負担の手続きは、たい
ていの有り得る事を想定して細部にいたるまでルー
ル化されており、それは参考図書一冊分にもなりま
す。

　国はというと、都道府県からの要請が「負担法」
の精神に沿った内容であるかを確認し災害が大きい
場合には補正予算の要求をしなければなりません。

　災害復旧の国庫負担の手続きの概略を簡単に紹介
すると、申請、査定、精算の ３段階になります。
　国庫負担の申請は、市町村分も含めて都道府県が
行いますが、国はそのインフラ（公共施設）の所管
に応じて国土交通省か農林水産省が対応します。
　国土交通省は道路、河川など大部分は水管理・国
土保全局の防災課が窓口になります。

　さて、国庫負担の申請があると、国の対応として
は一般的には書類審査に加えて“災害査定”という
作業があります。
　これは災害復旧制度の最も特徴のある場面で、国

交省所管の河川や道路なら、防災課又は地方整備局
に配属されている“災害査定官”等が災害の現地へ
出向き、財務省の立会官（りっかいかん）の立会い
の下に、災害復旧工事の範囲、工法、工事費などを
現場で査定・決定するのです。

　そして工事が完了したら都道府県は工事費を精算
し、必要に応じて国の係官が現地へ赴いて出来高等
を確認します。
　この作業を“成功認定”といい、会計検査とは異
なるものです。

　以上、概略を述べてもかなり複雑なプロセスです
が、これには負担法の制定された昭和26年当時の社
会状況が反映されています。

　当時、敗戦後の財政事情の厳しい時代に毎年のよ
うに風水害が発生し（昭和23年には福井に大地震も
あった。）、公共事業費の乏しかった地方自治体は、
国費の出る災害復旧費を歓迎したのです。

　そのため老朽化した橋や施設を災害復旧事業に採
択してもらおうと、人為的に破壊して災害の申請を
する事案が頻発したのです。
　結果として、災害査定制度をはじめ各種の手続き
が厳格化していったものと思われます。
　人為的に壊すのはやりすぎですが、老朽化のため
に修繕や更新が必要な施設を災害復旧費で対処しよ
うと、災害発生まで待つのを“災害待ち”とか“予
定災”と呼んだ時代もありました。

　災害査定の作業を改善しようと、書類審査で済む
机上査定（きじょうさてい）を増やすことも行われ
ていますが、現在進行中の AI 技術やドローンの発
展により人手を要しない“無人査定”なんて時代が
来るかも知れません。

（※）　公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法




